
令和３年３⽉

経済産業省の
省エネルギー関連⽀援制度について



グリーンイノベーション基⾦事業
令和2年度第3次補正予算額 2.0兆円

事業の内容

条件（対象者、対象⾏為、補助率等）

国 ⺠間企業等

事業イメージ
事業⽬的・概要
2050年までのカーボンニュートラル⽬標は、「今世紀後半の
なるべく早期」という従来の政府⽅針に⽐べ⼤幅な前倒しで、
現状の取組を⼤幅に加速することが必要です。
当該⽬標に向け、我が国の温室効果ガス排出の約85％を
エネルギー起源CO2が占めていることを踏まえ、エネルギー転
換部⾨の変⾰や、製造業等の産業部⾨の構造転換を図る
ため、⾰新的技術の早期確⽴・社会実装を図ります。
2050年までに、新たな⾰新的技術が普及することを⽬指し、
グリーン成⻑戦略の「実⾏計画」を踏まえ、具体的な⽬標年
限とターゲットへのコミットメントを⽰す企業の野⼼的な研究開
発を、今後10年間、継続して⽀援します。

成果⽬標
政府資⾦を呼び⽔として、⺠間企業の研究開発・設備投資
を誘発することが⾒込まれます。また、世界で3,000兆円規
模のESG資⾦を国内の事業に呼び込み、経済と環境の好循
環を実現します。

NEDO

委託/補助

産業技術環境局
カーボンニュートラルプロジェクト推進室
03-3501-1733

 NEDOに基⾦を設け、具体的な⽬標年限とターゲットへのコ
ミットメントを⽰す⺠間企業等に対して、今後10年間、継
続して⽀援を⾏うことで、⾰新的技術の早期確⽴・社会実
装を図ります。

 カーボンニュートラル社会の実現に必須となる３つの要素、
① 電化と電⼒のグリーン化（次世代蓄電池技術等）
② ⽔素社会の実現（熱・電⼒分野等を脱炭素化す

るための⽔素⼤量供給・利⽤技術等）
③ CO2固定・再利⽤（CO2を素材の原料や燃料等

として活かすカーボンリサイクルなど）
等の重点分野について、社会実装につながる研究開発
プロジェクトを実施します。
政府 ⽀援対象企業 ⺠間資⾦

投融資資⾦
・価格・性能・⽣産規
模等の具体的な⽬
標を設定

・10年間、継続して、
⽀援

・⽬標へのコミット

・⻑期的な事業戦略
ビジョンの提出

・定期的な進捗確認
の場への経営者の
参加

（ESG⾦融は世界で
約3,000兆円）

・社会実装の段階に
応じた、最先端設備
等へのファイナンス

補助（基⾦造成）
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【参考】2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成⻑戦略（抜粋）
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【参考】2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成⻑戦略（抜粋）
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14分野毎の「実⾏計画」（概要）



【参考】2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成⻑戦略（抜粋）
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産業・業務部⾨における⾼効率ヒートポンプ導⼊促進事業
令和２年度第３次補正予算額 46.5億円

資源エネルギー庁
省エネルギー・新エネルギー部
省エネルギー課
03-3501-9726

事業の内容

条件（対象者、対象⾏為、補助率等）

事業⽬的・概要

設備投資⽀援を通じ、⻑期エネルギー需給⾒通しにおける令和
12年度の省エネ⽬標(5,030万kl)の達成に寄与することを⽬
指します。

国 ⺠間企業等 事業者等
補助

2030年のエネルギーミックス実現、また2050年のカーボンニュー
トラル実現に向け、コロナ禍の中でも、産業・業務部⾨における
省エネ設備投資を積極的に呼び込むことが重要です。
このため、⼤幅な省エネに繋がる産業⽤ヒートポンプの新設・増
設等によるプロセス改善を通じ、⼤幅なエネルギー消費効率向
上を図る事業に対して⽀援を⾏います。
具体的には、製造⼯場等の熱プロセスにおいて、⼀定⽔準以上
の性能を有する⾼効率なヒートポンプを導⼊することにより⾰新
的なプロセス改善を⾏うことで、エネルギー消費効率の⼤幅な向
上を⾒込む事業に⽀援を⾏います。

事業イメージ

成果⽬標

補助
（掛かり増し）

プロセス改善を通じた
省エネ性・産業競争⼒の向上

プロセス改善を通じた
省エネ性・産業競争⼒の向上

⼯場・事業場

産業⽤ヒートポンプ
新
設
・
増
設

省エネに繋がる⾰新的なプロセス改善に必要な設備導⼊を⽀援

省エネに繋がる⾰新的なプロセス改善（例）

産業⽤ヒートポンプ

産業⽤ヒートポンプ

導⼊事例①

導⼊事例②
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66

先進的省エネルギー投資⽀援事業補助⾦
令和３年度予算額 325.0億円
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省エネ補助⾦における企業体別の追加要件及び適⽤される補助率の整理

・中小企業者に該当しない会社法上の会
社（株式会社、合名会社、合資会社、合
同会社、有限会社）

・中小企業者（中小企業基本法第２条）※みなし大企業は除く。

・中小企業団体等

・青色申告をしている個人事業主

・会社法上の会社以外の法人（自治体含む）のうち従業員数が３００人以下の法人

・会社法上の会社以外の法人（自治体含む）のうち従業員数が３００人を越える法人

【大企業】

【中小企業者等】

【その他】

申請⼊⼝要件の⾒直し対象

【大企業】

【中小企業者等】

【その他】

・省エネ法Ｓクラス要件
・ベンチマーク目標達成見込要件

大企業補助率

中小企業補助率

大企業補助率

＜適用される補助率＞
● 大企業に対して追加される要件及び適用される補助率の整理
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中⼩企業等に対するエネルギー利⽤最適化推進事業
令和３年度予算案額 8.2億円（新規）



関東経済産業局ホームページ
https://www.kanto.meti.go.jp/

経済産業省 関東経済産業局
資源エネルギー環境部 省エネルギー対策課
※テレワーク勤務遂行中 メールでお問合せください

MAIL︓kanto-shoene2@meti.go.jp

本資料に関するお問い合わせ

関東経済産業局では、省エネや節電活動に役⽴つ情報、エネルギーに関連する
情報を週１回メルマガ配信しています。この「エネマガ」を是⾮ともご活⽤く
ださい。 関東経済産業局 メルマガ


